


















































































































































































































































































































































て（答申）（中教審 186 号）」が 2015 年 12 月にまとめられている。省略して「地域学校協働答申」と呼ばれ
ているが、この点については、別の機会に論点整理を行いたいと考えている。
７）筆者は他の機会にも「食育」に関連した論文を執筆している。参照されたい。拙稿「子どもの生活と教育
の課題―食生活・食文化を中心として―」（『弘前大学生涯学習教育研究センター年報』、第５号、2002 年）
及び拙稿「グローバル化する『食問題』と大学開放の課題」（『北海道大学高等教育機能開発総合センター生
涯学習研究計画』、2011 年）などがある。
８）筆者はこの間、文部科学省の委嘱を受け、平成 28 年度からは農林水産省の委嘱で「食育ボランティア」
の大臣表彰の候補を選考する委員を務めてきた。そこで、全国的なレベルで貴重な実践例を検討する機会を
得た。
